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南都銀行（頭取 橋本 隆史）は、2024 年 3 月 29 日に株式会社 And Do ホールディングス（以下、

同社）と自行組成の「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の契約を締結いたしましたので   

お知らせいたします。 

 

「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」は、お客さまの企業活動が環境・社会・経済に与え

るポジティブならびにネガティブな影響を特定し、ネガティブな効果を緩和しながらポジティブな

効果を増大させることで、持続的な社会の実現を目指すご融資です。 

同社は、ポジティブ・インパクトの拡大を目指す領域のテーマに「不動産を通じて、人々に安心

感を醸成し、利便性を向上させる」、「高齢者が保有する不動産の有効活用および Quality of Life

の向上」を、ポジティブ・インパクトの拡大を目指す領域とネガティブ・インパクトを低減する  

領域の両方に関連する領域のテーマに「環境負荷の低減」、「ダイバーシティ＆インクルージョンと

働きやすい環境づくり」を特定し、それぞれに目標とＫＰＩを設定しました。当行は、定期的に  

達成状況や管理状況を確認し、対話やフォローアップを通じてサステナビリティ経営の実現をサポ

ートします。 

なお、本件及び本制度のフレームワークが国連環境計画金融イニシアティブ（ＵＮＥＰ ＦＩ）

の提唱する「ポジティブ・インパクト金融原則」に適合していることについて、株式会社日本格付

研究所により第三者意見を取得しています。 

 

当行グループは本商品を通じて地域全体でのＳＤＧｓ達成に向けた取組をリードしていくこと

で、持続可能な地域の成長・発展に貢献してまいります。 

       

【本件の概要】 

契約日 2024 年 3 月 29 日 

契約先 

住所 
東京都千代田区丸の内 1 丁目 8 番 1 号 

丸の内トラストタワーN 館 17F 

企業名 株式会社 And Do ホールディングス 

代表者 代表取締役 安藤 正弘 

設立年月日 2009 年 1 月 5 日 

資本金 33 億 7,744 万円 

融資金額 300 百万円 

資金使途 運転資金 

 

【本件に関するお問合せ先】     法人ソリューション部  並川・檀上 ℡ 0742-27-1558 

経営企画部（広報担当）甲村
こうむら

     ℡ 0742-27-1599 

 

 

株式会社 And Do ホールディングスとの「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の契約締結について 

～持続可能な地域社会の実現に向けてお客さまのサステナビリティ経営を支援～ 
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ポジティブインパクトファイナンス評価書 

評価対象企業：株式会社And Doホールディングス 

2024年3月29日 
南都コンサルティング株式会社 
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 南都コンサルティング株式会社は、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）が公表している
ポジティブインパクトファイナンス原則に則り、株式会社And Doホールディングス（以下、 And 
Doホールディングス）の包括的なインパクト分析を行った。 

 株式会社南都銀行は、本評価書で特定されたポジティブインパクトの向上とネガティブインパクト
の低減に向けた取り組みを支援するため、And Doホールディングスに対し、ポジティブインパクト
ファイナンスを実施する。 

借入人の名称 株式会社 And Doホールディングス 

借入金の金額 300,000,000円 

借入金の資金使途 運転資金 

モニタリング期間 5年 

１．借入金の概要 

企業名 株式会社 And Doホールディングス 

本社所在地 東京都千代田区丸の内1丁目8番1号丸の内トラストタワーＮ館17F 

京都本店所在地 京都府京都市中京区烏丸通錦小路上ル手洗水町670番地 

上場区分 東証プライム上場（銘柄コード3457） 

従業員数 757名（2023年6月末現在・グループ合計） 

売上高 495.5億円（2023年6月末現在・グループ連結） 

資本金 33億7,744万円（2023年6月末現在） 

事業内容 

・ハウス・リースバック事業 
・フランチャイズ事業 
・不動産売買事業 
・金融事業 
・不動産流通、リフォーム事業 
・建物管理事業 

２．事業概要 
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主要沿革 

1991年 4月 ハウスドゥグループ代表 安藤 正弘が京都府向日市で不 
       動産仲介会社を創業 
1998年 7月 株式会社安藤工務店を設立し、リフォーム事業を開始 
        「アップリフォーム」ブランドでの事業展開をスタート 
2002年 12月 中古住宅再生販売事業を開始 
2003年 9月 不動産売買事業を開始 
2005年 12月「ハウスドゥ」ブランドでの事業展開をスタート 
2006年 2月 フランチャイズ事業をスタート 
2010年 10月 現・本店ビルへ移転（京都市中京区）、新築住宅事業        
       を開始 
2011年 10月 東京本部を開設（東京都千代田区） 
2012年 2月 本社機能の一部を東京本部へ移転し、京都本店、東京 
       本社体制をスタート 
2013年 10月 ハウス・リースバック事業を開始 
2015年 3月 東京証券取引所旧マザーズ市場（現：グロース市場）に株式上場 
2016年 12月 東京証券取引所市場第一部（現：プライム市場）へ市 
         場変更 
2017年 10月 株式会社フィナンシャルドゥにてリバースモーゲージ 
       保証事業を開始 
2017年 12月 賃貸不動産仲介・管理事業を展開するブランドとして 
      「RENT Do （レントドゥ）」を設立 
2018年 1月   空室、空家の問題を解決するタイムシェアリング事業 
      「タイムルーム（R）クラウド」を開始 
2019年 2月 タイに合弁会社H-DO（THAILAND）Limitedを設立 
2022年 1月   株式会社ハウスドゥを株式会社And Doホールディング 
       スに商号変更 
2022年 4月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより東京証券取 
       引所市場第一部から東京証券取引所プライム市場へ移行 
2023年 3月 タイに「ハウスドゥ」ブランドのフランチャイズ1号店 
       オープン 
2024年 1月 フランチャイズ事業における累計加盟店舗数707店舗 

 沿革 

 理念 

企業理念 

お客様の豊かさ、社員の豊かさ、社会の豊かさを常に創造し、末永い繁栄と更なる幸福を追
求します。 

経営理念 

お客様から必要とされ、お客様へ尽くします。 
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 事業系統図 

 事業概要 

【①ハウス・リースバック事業】 

 ハウス・リースバック事業は、資産（不動産）を売却し、売却後もそのまま利用できるサービ
ス「ハウス・リースバック」を提供する事業である。 

 従来の買取システムでは、転勤の発生や資産整理、資金調達の必要性が生じた場合、「不動産
を売却する」という選択肢しかなかった。同社の場合、「不動産を活かす」という発想のもと、
同社独自の「セールスアンドリースバックシステム（And Doホールディングスが顧客から住宅等
の物件を買い取り、売却後は売主とリース（賃貸）契約を締結する）」を構築し、売主は売却前
と変わらず住み続けられるシステムを提供している。 

    And Doホールディングスの事業は、7つの事業から構成されている。具体的には、①ハウス・リ
ースバック事業 ②フランチャイズ事業 ③金融事業 ④不動産売買事業 ⑤不動産流通事業 ⑥
リフォーム事業 ⑦建物管理事業である。それぞれの事業概要については以下の通りである。 
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 本事業における同社の強みは、全国約700店舗のネットワークを生かして全国でスピーディーに
査定・販売ができることと、ハウス・リースバックだけでなく不動産売買や売買仲介も行うこと
で顧客のニーズに応じたさまざまなメニューを展開できることである。 

 ハウス・リースバックを利用する顧客は、高齢者が多い。 And Doホールディングスでは65歳
以上の単身者向けのサービスとして、定期訪問を行う「みまもりDO」や毎日電話をかける「安心
コールサービス」を行うなど、ソフト面でのサービスを仕組化することで、顧客が安心して住み
続けられる環境づくりも併せて行っている。 

【②フランチャイズ事業】 

 フランチャイズ事業では、子会社のハウスドゥ住宅販売が「ハウスドゥ」ブランドでのフラン
チャイズ展開を主に行っている。具体的には、ブランド、ネットワークを必要とする中小不動産
事業者や新規に不動産業への参入を検討する企業とフランチャイズ契約を締結し、不動産業にお
けるノウハウ（集客戦略、IT戦略、教育研修、モチベーションアップ戦略等）を提供している。
また、加盟店に対しては、Webサイト・システム(DO NETWORK：物件・顧客等を管理)・教育研
修・全国大会・店長の会・ｅ-ラーニングシステムの提供や、スーパーバイザーの訪問による収益
向上に繋がる多様な集客ノウハウの提供などによりサポートを行っている。 

 このような取り組みにより、本部、直営店、加盟店との密接な情報交流が、ネットワークとし
て形成され、同社の理念とする、「情報のオープン化、そして、お客様にとって安心、便利な窓
口を全国に創る」ことを実現するとともに、不動産未経験の企業でも安心して事業に参入できる
体制を整えている。 

＜地域別店舗数＞ ＜新規加盟店舗数＞ 

 現在も、開発余力の大きい首都圏及び都市部の新規加盟開発活動に注力し、店舗数拡大によ
るブランド認知度の向上に加え、積極的な広告宣伝及び人材投資により新規加盟店店舗の獲得
に努めている。2024年6月期の第2四半期連結累計期間における新規加盟契店舗数は58件とな
り、累計加盟店舗数も708店舗と増加に転じている。 
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 また同社は、現在更なる加盟店ネットワークの規模拡大に向け、メディア・ブランド戦略の実施
と合わせた加盟店募集活動にも注力している。具体的な活動としては、加盟店の業務支援サービス
（特に教育・研修）の拡充、加盟店の業績向上のアシストと増店推進などである。このような取り
組みを継続することで、2025年6月末に加盟店数を865店舗、中期的に国内1,000店舗の達成を目
指している。また、アジアにおいても2023年3月にタイ王国に「ハウスドゥ」ブランドのフランチ
ャイズ1号店をオープンし、今後その他アジア各国にも順次展開を検討し、「ハウスドゥ」ブラン
ドの更なる拡大に取り組む方針である。 

＜フランチャイズ事業 店舗数推移＞ 

【③金融事業】 

 金融事業では、子会社のフィナンシャルドゥが不動産担保ローン事業やリバースモーゲージの
保証事業を展開している。具体的には、個人・法人向けに不動産担保ローンを提供し、売買価格
が不透明になりやすく、銀行融資が受けにくい親族・親子間売買やセカンドハウス・収益不動産
の購入、事業主の運転資金や設備投資資金など多様な資金ニーズに対し、正当でスピーディな評
価で対応を行っている。 

 特にリバースモーゲージ保証は、グループの売却力や査定能力を活かせる他、債務者のデフォ
ルト時の債権処理に当たって、保証会社が不動産会社ではない場合に必要となる中間マージンが
自社による直接販売時に不要となることで他社との差別化が図れている。 

 また、リバースモゲージの認知度拡大、利用促進を図るべく提携金融機関の新規開拓及び連携
強化にも取り組んでいる。2024年6月期の第2四半期連結期間において、新規保証件数は272件、
新規保証額3,646百万円（保証残高16,356百万円）と順調に伸ばしている。2024年2月13日現在
では、提携金融機関も49行庫に拡大している。 
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【④不動産売買事業】  

 不動産売買事業では、主に子会社であるハウスドゥ・ジャパンが、中古住宅買取再生販売、新築戸
建住宅建売、住宅用地の開発、一棟収益不動産の再生販売等を行っている。具体的には、同社自ら不
動産を取得し、付加価値を付け、一般顧客・投資家へ販売する事業を行うとともに、売却希望の顧客
（売り手）と購入希望の顧客（買い手）の双方のニーズを把握（不動産仲介業と不動産販売業が一体
であることから双方のニーズを聴取することが可能）し、全国に窓口がある同社ならではの地域性、
需要を見極めた仕入れや販売を実施している。 

 ハウスドゥ・ジャパンは、本事業の中でも特に中古住宅買取再生販売を強化している。その理由は
約25年にわたるリフォーム事業で培ったノウハウを活かせることと、若年層に対し比較的安価な物件
を提供することができること、住宅を新築せず既存のストックを活用してリフォームすることで環境
負荷軽減に繋がること、地域の空き家発生抑制に貢献できるためである。本取り組みは、And Doホ
ールディングスのサスティナビリティの重点分野として位置付けており、今後も取り組みを強化する
方針である。 

【⑤不動産流通事業】 

 不動産流通事業では、ハウスドゥ住宅販売の直営店で不動産の売買仲介を行っている。本事業にお
ける取引機会を通じて、リフォーム、住宅建築、保険、住宅ローンのファイナンシャルプランニング
などをワンストップで顧客に提供している。 
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【⑥リフォーム事業】 

 リフォーム事業では、子会社のハウスドゥ・ジャパンが中古住宅の原状回復のための「リフレッシ
ュリフォーム」、機能性やデザイン性等付加価値を付けた「大規模リフォームやリノベーション」、
お引き渡し後のメンテナンスや困りごとに対応する「小工事リフォーム」など、幅広い客層や価格帯
に対応したサービスメニューをそろえ事業を行っている。 

 特徴としては、1.標準仕様でホームインスペクション（住宅検査）＋耐震診断、2.標準仕様で自然
素材リフォーム、3.女性プランナーとともに創る住まい、4.安心の保証制度（全ての工事に保証書発
行、最高10年保証、最高3億円の請負賠償責任契約加入、住宅設備の十年延長保証サービス等）、5.
徹底した流通コストカット、6.直接発注によるこだわりの品質、7.ジェルコリフォームデザインコン
テスト全国大会最優秀賞をはじめ数々のデザインコンテストでの受賞歴の技術力等がある。加えて、
リフォームの設計及び施工において、補修、改築及び強度等の技術要素のみならず、顧客個人の嗜好
やライフスタイルに応じたデザイン性及び居住性等の要素に注力し、サービスを提供することにより
顧客満足の向上に努めていることである。 

【⑦建物管理事業（プロパティマネジメント）】  

 建物管理事業は、プロパティマネジメント業務（賃貸管理業務）を顧客から請け負い透明性の高い
建物管理を行う事業である。 

 具体的には、「入居から解約までの賃貸管理業務」、「入居促進」、「長く居住してもらうための
入居維持」、「滞納保証」、管理費不要の空室対策「タイムルーム」の提供などを行っている。 

＜サービス内容＞ 



10 
NANTO CONSULTING CO.,LTD. all rights reserved  

 

 



11 
NANTO CONSULTING CO.,LTD. all rights reserved  

 中期経営計画 

  And Doホールディングスは2022年3月31日付で、2023年6月期を初年度とする中期経営計画を
発表している。フランチャイズ事業、ハウス・リースバック事業、金融事業（リバースモーゲージ保
証）、不動産売買事業の成長強化事業のさらなる拡大を事業戦略の核に据えたうえで、以下の成長戦
略を掲げている。 

⑴成長強化事業のさらなる拡大 

 これまで積極投資を行ってきたフランチャイズ事業、ハウス・リースバック事業、金融事業に加え
て不動産売買事業を成長強化事業と位置づけ、各事業における主要指標の達成に向け、他事業からの
人員シフトを含め、人材及び広告等に積極投資し、収益性の高い事業へ経営資源を集中していく。 

 

⑵不動産×金融サービスの深化 

 リバースモーゲージ保証事業の顧客ニーズを開拓しつつ、将来発生しうる不動産処分時の収益獲得
を見据え、各事業間の連携を密にし、事業シナジーを強化することで不動産×金融サービスの進化及
び深化を図っていく。 

 

⑶高収益体質化の促進 

 より生産性、収益性を高めるため、DX推進による業務効率化や、収益性の高い成長強化事業への
投資の集中及び拡大と事業ポートフォリオの最適化を図り、高収益体質化の促進に努める。 

   

フランチャイズ 
売買仲介店舗1位の実績を基に首都圏を中心に開発を強化 
2025年達成目標：全国店舗数865店舗（2022年2月末日現在691店舗） 

ハウス・リースバック 
人員及び広告費を投下し、加速度的に事業を拡大 
2025年度達成目標：仕入契約件数150件/月（2022年6月期上期平均75.8件/月） 

金融 
（リバースモーゲージ） 

新規金融機関開拓に注力し、提携先との新規顧客の開拓を推進 
2025年達成目標：提携金融機関100行（2022年2月10日現在31行） 

不動産売買の各事業 
回転率を維持しつつ仕入強化により商品在庫の充実を図る 
2025年達成目標：たな卸資産140億円（2022年6月第2四半期末時点100億円） 
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 サステナビリティへの取り組み 

  And Doホールディングスは、環境・社会・ガバナンス（ESG）に関する課題に対し、事業活動を
通じて持続可能な社会の実現を目指し、サステナビリティを推進している。 

＜ガバナンス体制＞ 

  And Doホールディングスは、中長期的な企業価値向上及
び持続的成長と、事業活動を通じた持続可能な社会づくりに
貢献していくためサステナビリティ委員会を設置している。
本委員会はサステナビリティを巡るマテリアリティ（重要課
題）の特定と、その解決並びに収益機会を特定し経営計画と
連動させた取り組みを推進することを目的に設置している。
また本委員会は、グループ各社と連携し、サステナビリティ
への取り組みの展開・推進を図り、本委員会にて検討された
課題については取締役会に報告し、取締役会が本委員会を監
査する体制となっている。 

【環境への取り組み事項】 

＜気候変動とTCFDへの取り組み＞ 

  And Doホールディングは、「気候変動を含む環境保全への対
応が社会や同社の持続的成長へ影響を及ぼすリスク並びに事業機
会の創出・競争力の向上の機会である」との認識を持っている。
グループ全社で環境に配慮した経営を推進するとともに気候変動
への対応や脱炭素社会に向けての活動を TCFD（Task Force on 
Climate-Related Financial disclosures)提言に沿った情報開示と
して進め、持続可能な社会の実現と企業価値の向上を目指してい
る。 

＜リスク管理体制＞ 

  And Doホールディングスは、サステナビリティ委員会事務局を中心に各事業の気候変動リス
ク及びその対応状況を把握し、サステナビリティ委員会に報告する体制を構築している。またこ
れらと並行し、And Doホールディングスグループを取り巻く様々なリスクを管理するリスク管理
委員会と連携し、リスクの適切な管理・運営を行うために策定された「リスク管理規程」に基づ
くリスク管理を行っている。 

 気候変動による事業環境の変化に伴うリスクや自然災害に伴うリスクについても主要なリスク
と特定し、リスク管理委員会で審議・対応策の協議を行い、両委員会審議内容については、取締
役会へ報告することとなっている。 
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＜戦略＞ 

  And Doホールディングスは、気候変動のリスクと機会について事業活動への影響を検討する
ために、下記シナリオを作成し、そのシナリオを前提にリスクと機会の特定を行っている。また
今後、分析・検討を進め、財務への影響度合いや、適応策を組み込んだ事業戦略を構築する方針
を示している。 

（シナリオ） 

1.5℃シナリオ 
気候変動に対し厳しい対策が取られ、2100年時点において産業革命
時期比の気温上昇が1.5℃程度に抑制されるシナリオ 

4℃シナリオ 
気候変動への厳格な対策が取られず、2100年時点において、産業革
命時期比４℃程度気温が上昇するシナリオ 

（リスク） 

（機会） 
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＜指標と目標＞ 

  And Doホールディングスは、「気候変動が社会や会社の持続的成長へ影響を及ぼすリスクと、
事業機会の創出、競争力の向上の機会である」と認識している。その認識のもと、環境保全への対
応により経営に及ぼす影響を評価・管理するため、温室効果ガス（CO2）総排出量の算出する体制
整備を進めている。またTCFDが定義するScope1の直接排出量とScope2のエネルギー起源の間接
排出量の集計も開始し、同提言に沿った情報開示の拡充を進めている。 

（2023年度温室効果ガス排出量） 

（単位：ｔＣＯ２） 

【SDGｓへの取り組み】 

    SDGsは、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）の略称で、2030年まで
に持続可能でよりよい世界を目指す国際目標である。 17のゴール・169のターゲットから構成さ
れ地球上の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」ことを誓っている。 And Doホー
ルディングスグループは、上記理念に賛同し、SDGs達成に向け不動産事業のサービス提供を通じ
て貢献する方針を示している。 

＜SDGsへの取り組み状況＞ 
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大気汚染防止法 
・ペーパーレス推進（電子押印推進、物件資料の電子化） 
・電気使用量、水道使用量、コピー用紙使用量の把握 
・環境にやさしい機器導入（CO2排出量削減） 

省エネルギー促進 
・オンライン商談の推進 

リスクマネジメント 
・リスク管理委員会 

コンプライアンス 
・ハラスメント防止規程（相談窓口・内部通報制度） 
・コンプライアンス推進（研修、ポスター掲示、 
 コンプライアンスマニュアル、コンプライアンス推進担当） 
・ハラスメント研修、ポスター掲示、e-learning 

コーポレートガバナンス 
・コーポレート・ガバナンス強化 
・IR活動を通じた投資家との積極的な対話の実施 
・IR資料のホームページ掲載、決算説明会動画（字幕表示） 
・適時開示資料の英訳対応 

サステナビリティ・マネジメント 
・SDGs取り組み企業との情報交換、イベント参加 
・ホームページでの発信 

 

公正な取引の順守 
・取引に関する法令順守と、社内浸透 

人事・福利厚生 
・評価制度（目標設定シート）、表彰制度、 
 ジョブローテーション制度 
・多様なスキル、経験、ダイバーシティを鑑みた人員配置 
・資産運用支援（企業型確定拠出年金制度） 
・各種手当、社内慶弔見舞金支援制度、社員持株会 
 従業員割引サービス 

従業員の健康安全 
・健康経営宣言の実施 
・残業時間短縮、有給休暇取得の推進 
・安全衛生委員会開催 
・健康診断、ノンストレスチェックの実施 

人材育成 
・社外研修（日創研など）、社内研修（e-ラーニングなど） 
・新卒定期採用 
・資格取得支援（一部）、資格手当 
・多様なキャリアパスの推進（ジョブローテーション） 

ダイバーシティ 
・ワークライフバランス実施 
・従業員満足度アンケート実施 
・障がい者雇用とその支援 
・働き方改革制度改正への対応: 両立支援(介護、看護) 
 長時間労働の是正（ノー残業デー） 
・産休/育休の取得推進（男女とも） 
・女性活躍推進計画策定、実施 

顧客満足推進 
・お客様満足推進（各事業部でのアンケート実施） 
・クレーム対応体制の整備 

情報セキュリティ 
・情報漏洩対策の実施 
・個人情報の保護 

地域・社会貢献 
・公益財団法人動物環境・福祉協会Evaへ支援 
・祇園祭マナーアップキャンペーン2022へ参加 
・地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を 
 活用した寄附の実施 

＜具体的な取り組み事項＞ 
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【ワークライフバランスの推進】 

   And Doホールディングスは、「社員は人々の暮らしの
夢を叶える担い手である」との考えに基づきそれぞれのラ
イフステージにおいて豊かな人生を送り、仕事において最
大限の能力を発揮できる環境の整備を促進している。具体
的には、仕事と育児や介護の両立支援だけではなく、それ
をサポートする周囲の社員双方にとって働きやすい職場環
境や制度を導入するとともに、年に1回の社員満足度アン
ケートを実施し、様々な意見をもとに安心して働きやすい
職場環境の整備に取り組んでいる。 

＜両立支援制度＞ 
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＜障がい者雇用・サポートの促進＞ 

   And Doホールディングスは、一人ひとりの特性に合わせて業
務に従事できる環境を整備し、実習段階からの受け入れを実施し
ている。企業在籍型職場適応援助者(ジョブコーチ)を配備し、個
々の障がいの状態や個性・経験・スキルを理解し社員の成長を促
す取り組みを行っている。実際に、地域貢献・社会貢献活動とし
て大阪府摂津市の農園にて障がい者の雇用機会を創出している。
今後も、さまざまな障がいがある方の職場定着と新たな能力開発
やキャリア形成を行うとともに、障がいのある社員も障がいのな
い社員にとっても安心して働ける環境整備や試みを継続していく
方針である。 

【女性活躍の推進】 

   And Doホールディングスは、 女性の個性と能力が発揮され、家庭生活や仕事が両立できるよ
う環境整備を行うとともに、女性自身の意思が尊重され、豊かで活力のある会社の実現を目指す
ため、以下のとおり「女性活躍推進法に基づく行動計画」を策定し、女性活躍の推進に取り組ん
でいる。 

＜女性活躍推進に基づく行動計画＞ 
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【健康経営への取り組み】 

  And Doホールディングスは、「社員の健康保持・増進の取り組みが社員の豊かさに繋がり、将
来的に企業の収益性等を高める投資である」との考えのもと、健康経営に取り組んでいる。 

＜健康経営宣言＞ 

＜健康管理方針＞ 
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 PIF原則およびモデル・フレームワークに基づき、南都コンサルティング株式会社が所定のインパ
クト評価の手続きを実施した。 

 まず、UNEP FIの定めたインパクト評価ツールを用い、ポジティブ、ネガティブなインパクトエリ
ア、インパクトトピックを判定したものが以下となる。 

 なお、And Doホールディングスの業種は、国際標準産業分類に基づき「6810 所有または賃貸物
件を伴う不動産業」「6820 手数料または契約ベースの不動産活動」「7740 知的財産および類似製
品のリース（著作物を除く） 」「64434 住宅ローン/住宅ローン」と特定した。 

３．包括的分析 

 UNEP FIの定めたインパクト評価ツールにより確認したインパクト一覧 

インパクトエリア インパクトトピック ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ ポジティブ ネガティブ

紛争
現代奴隷
児童労働
データプライバシー

自然災害
健康および安全性 健康および安全性

水
食料
エネルギー
住居
健康と衛生
教育
移動手段
情報
コネクティビティ

文化と伝統
ファイナンス
雇用
賃金
社会的保護
ジェンダー平等

民族・人種平等

年齢差別
その他の社会的弱者

法の支配
市民的自由
セクターの多様性

零細・中小企業の繁栄

インフラ インフラ
経済収束 経済収束
気候の安定性 気候の安定性

水域
大気
土壌
生物種
生息地
資源強度
廃棄物

所有または賃貸物件を伴う

不動産業

6810

ﾊｳｽ･ﾘｰｽﾊﾞｯｸ事業

手数料または契約ベースの不動産活動
知的財産および類似製品

のリース　（著作物を除く） 住宅ローン/住宅ローン

6820 7740 64434
フランチャイズ事業
不動産売買事業

フランチャイズ事業 金融事業

事業全体

健全な経済

生物多様性と生態系

サーキュラリティ

国際産業標準分類
（UNEP FIコード）

対象事業

人格と人の安全保障

資源とサービスの
入手可能性、アク
セス可能性、手ご
ろさ、品質

強固な制度・平和・安定

生計

平等と正義
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 個別要因を加味したインパクトの特定  

「健康および安全性」：ハウス・リースバック事業、フランチャイズ事業、不動産売買事業において
ポジティブインパクト、全事業においてネガティブインパクトが抽出されているが、ポジティブイン
パクトに資する取り組みがなく、心身の健康を害するといったネガティブインパクトにも該当しない
ことから、両インパクトを削除する。 

「住居」：フランチャイズ事業を除く事業でポジティブインパクト、ハウス・リースバック事業、フ
ランチャイズ事業、不動産売買事業においてネガティブインパクトが抽出されているが、業務が手ご
ろな価格の住宅のアクセスを阻害するものではないから、ネガティブインパクトのみ削除する。 

「健康と衛生」：ハウス・リースバック事業、フランチャイズ事業、不動産売買事業においてポジテ
ィブインパクトが抽出されているが、事業としてヘルスケア関連の提供などがなく、ポジティブイン
パクトに資する取り組みがないことから削除する。 

「教育」：ハウス・リースバック事業、フランチャイズ事業、不動産売買事業においてポジティブイ
ンパクトが抽出されているが、質の高い教育と生涯学習にアクセスできる能力を包括的かつ公平な方
法で機会を提供するといったポジティブインパクトに資する取り組みがないことから削除する。 

「移動手段」：ハウス・リースバック事業、フランチャイズ事業、不動産売買事業においてネガティ
ブインパクトが抽出されているが、同社の事業との関連性がないことから削除する。 

「情報」：フランチャイズ事業においてポジティブインパクト、ネガティブインパクトが抽出されて
いるが、不動産業者と顧客の情報の非対称性を軽減し、顧客へ適切に情報提供を行うといったポジテ
ィブインパクトに資する取り組みがあるが、ネガティブインパクトには該当しないことから、ネガテ
ィブインパクトのみ削除する。 

「文化と伝統」：ハウス・リースバック事業、フランチャイズ事業、不動産売買事業においてネガテ
ィブインパクトが抽出されているが、文化遺産保存への寄与など同社の事業との関連性がないことか
ら削除する。 

「ファイナンス」：金融事業においてポジティブインパクト、ネガティブインパクトが抽出されてい
るが、リバースモーゲージ保証を通じた高齢者等の「生活の質」の維持・向上に取り組みなどポジテ
ィブインパクトに資する取り組みはあるが、ネガティブインパクトには該当しないことから、ネガテ
ィブインパクトのみ削除する。 

「賃金」：全事業においてポジティブインパクト、ネガティブインパクトが抽出されているが、ポジ
ティブインパクトに資する取り組みがなく、低収入や不規則な収入といったネガティブインパクトに
も該当しないことから、両インパクトを削除する。 

「民族・人種平等」：金融事業においてネガティブインパクトが抽出されているが、外国人の社員に
対し差別的な対応がないように手当てされていることから削除する。 

「年齢差別」：金融事業においてネガティブインパクトが抽出されているが、同社の事業との関連性
がないことから削除する。 

「その他の社会的弱者」：金融事業においてネガティブインパクトが抽出されているが、同社の事業
との関連性がないことから削除する。 

「法の支配」：ハウス・リースバック事業、フランチャイズ事業、不動産売買事業においてネガティ
ブインパクトが抽出されているが、同社の事業において違法な資金や武器の流出などの発生がなく、
同社の事業との関連性がないことから削除する。 

「経済収束」：金融事業においてポジティブインパクトが抽出されているが、個人レベルおよび人々
レベルでの不平等を削減する各国の能力向上といった内容と当該事業との関連性がないことから削除
する。 
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「水域」：ハウス・リースバック事業、フランチャイズ事業、不動産売買事業、金融事業においてネ
ガティブインパクトが抽出されているが、 同社の事業において水域を脅かすような事象の発生がなく
同社の事業と関連性がないことから削除する。 

「大気」：ハウス・リースバック事業、フランチャイズ事業、不動産売買事業においてネガティブイ
ンパクトが抽出されているが、NOxの排出抑制などの取り組みはなく、同社の事業との関連性がない
ことから削除する。 

「土壌」：ハウス・リースバック事業、フランチャイズ事業、不動産売買事業においてネガティブイ
ンパクトが抽出されているが、同社の事業において土壌汚染の発生がなく、事業との関連性がないこ
とから削除する。 

「生物種」「生息地」：ハウス・リースバック事業、フランチャイズ事業、不動産売買事業において
ネガティブインパクトが抽出されているが、同社の行っている事業内容と関連性がないことから削除
する。 

 各インパクトトピックに対して、ポジティブインパクトの増大やネガティブインパクトの低減に貢
献すべき活動内容を確認すると共に、SDGsのゴール及びターゲットへの対応関係についても併せて
評価した。特定したインパクト一覧は、以下の通りである。 

特定したインパクト一覧 

インパクトトピック ポジティブ ネガティブ 

住居 ● ● 

情報 ● 

ファイナンス ● 

雇用 ● 

社会的保護 ● ● 

ジェンダー平等 ● 

零細・中小企業の繁栄 ● 

気候の安定性 ● 

資源強度 ● 

廃棄物 ● 

 インパクトに係る戦略的意図やコミットメント 

 インパクトとPIF原則及びモデル・フレームワークにより特定したインパクトの項目の関連は以下
になる。 

№ インパクト 特定したインパクトの項目 

① 
不動産を通じて、人々に安心感を醸成し、
利便性を向上させる  

ポジティブインパクト「情報」「零細・中小企
業の繁栄」 

② 
高齢者が保有する不動産の有効活用およ
びQuality of Lifeの向上  

ポジティブインパクト「社会的保護」「ファイ
ナンス」 

③ 環境負荷の低減 
ポジティブインパクト「住居」 
ネガティブインパクト「気候の安定性」「資源
強度」「廃棄物」 

④ 
ダイバーシティ＆インクルージョンと働
きやすい環境づくり 

ポジティブインパクト「雇用」 
ネガティブインパクト「社会的保護」「ジェン
ダー平等」 
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 And Doホールディングスの事業活動が経済・社会・環境に影響を与えるインパクトについて、重
点目標に基づく取り組みと指標を設定した。以下がその要約となる。 

４．KPIの決定 

項目 内容 KPI SDGs 

不動産を通じて、
人々に安心感を
醸成し、利便性
を向上させる  
 

• 「ハウスドゥ」ブランドの全
国展開 

• 同社の保有するノウハウの提
供を通じた不動産業への新規
参入促進 

• 不動産情報のオープン化によ
る地方圏での動産流通市場の
活性化を図る  

• 2025年6月期にFCの店舗を
865店舗とする。（2023年12
月時点 708店舗）  

• 不動産情報のオープン化を推進
し「不動産コンビニ」構想の実 

 現に向けて、国内1,000店舗を  
 目指す。 

高齢者が保有す
る不動産の有効
活 用 お よ び
Quality of Life
の向上  
 

• ハウス・リースバック事業を
通じて、高齢者等が愛着のあ
る住居や地域で住み続けるこ
とを可能とする 

•  65歳以上の単身者向けの
サービスである「みまもり
DO」や「安心コールサービ
ス」の提供により、高齢者の
方が安心して住み続けられる
環境を提供する。 

• リバースモーゲージ保証を通
じて、高齢者等の「生活の
質」の維持・向上に取り組む 

 

• ハウス・リースバック物件の年
間仕入れ契約件数を2025年6月
期までに月間で150件仕入れら
れる体制を作り、単月実績とし
て150件を目指す  

• リバースモーゲージ保証の保証
提携先数を2025年6月末に100
金融機関とする(2024年2月13
日現在 49行庫)  

• リバースモーゲージの保証残高
を2025年6月末に506億円とす
る（2024年6月期の第2四半期
連結期間において保証残高163
億円） 

 

環境負荷の低減 

• 中古買取再販事業を通じて、
新たに住宅を建築するのでは
なく既存のストックを活用し
てリフォームすることで環境
負荷を軽減する 

• 空き家発生を抑制する 
 

• 空き家問題の解決と資源消費の
抑制に向けて、中古買い取り再
販事業の売上を段階的に増加さ
せる。 

ダイバーシティ
＆インクルー
ジョンと働きや
すい環境づくり 

 
 
 
・女性活躍の推進、ワークライ 
 フバランスの推進 
 
 
 
 
 

 
 
 

• 管理職に占める女性の割合を
2025年6月末までに20％以上
とする。（2023年6月末 
12.0％） 

• 営業部門の男性社員の育児休暇
取得率を2025年6月期まで7%
以上を維持する。（2023年6月
期 全社員13.3%） 
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 ポジティブインパクトとネガティブインパクトの内容 

不動産を通じて、人々に安心感を醸成し、利便性を向上させる  

項目 内容 

インパクトの種類 ポジティブインパクト 

インパクトトピック ポジティブインパクト「情報」「零細・中小企業の繁栄」 

影響を与えるSDGsの目標 

内容・対応方針 

• FCにより「ハウスドゥ」ブランドの全国展開を進める 
• 同社の保有するノウハウ（集客戦略、IT戦略、教育研修、モ
チベーションアップ戦略等）やDO NETWORK等のシステム
提供、異業種含めた不動産業への新規参入を促進する 

• 不動産情報のオープン化を進め、地方圏における不動産流通
市場の活性化を図る。  

毎年モニタリングする目標
とKPI 

• 2025年6月期にFCの店舗を865店舗とする。（2023年12月
時点 708店舗） 

• 不動産情報のオープン化を推進し「不動産コンビニ」構想の
実現に向けて、将来的に国内1,000店舗を目指す   

• FC事業は、「ハウスドゥ」ブランドを全国展開し、不動産情報のオープン化を通じて、不動産
業者と顧客の情報の非対称性を軽減し、顧客へ適切に情報提供を行うと共に首都圏や地方にお
ける不動産売買・流通市場を活性化させるといったポジティブなインパクトをもたらしうる。 

 
• ハウス・リースバック事業は、全国の提携金融機関と連携し、リバースモゲージ保証を提供す
ることで、住宅老朽化による不動産の経済的価値の低下や、空き家や未利用不動産の増加を抑
制し、誰もが安心して住み続けられるまちづくりに貢献するというポジティブなインパクトを
もたらしうる。 
 

• 「不動産コンビニ構想」とは、全国にハウスドゥのチェーンネットワークを網羅的に張り巡ら
せ、各加盟店がエリアごとに流通する不動産情報を把握し、把握した全国の不動産情報を各加
盟店へ網羅的に公開することである。その結果、各加盟店の窓口において、顧客のニーズにあ
わせた様々な不動産情報やサービスを提供することが可能となり、顧客に対して安心・便利な
サービス提供が可能となる。本構想では、国内1,000店舗のフランチャイズネットワーク構築
実現を目指しており、2024年2月末現在で706店舗にまで拡大している。 
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高齢者が保有する不動産の有効活用およびQuality of Lifeの向上  

 
A項目 内容 

インパクトの種類 ポジティブインパクト 

インパクトトピック ポジティブインパクト「社会的保護」「ファイナンス」 

影響を与えるSDGsの目標 

内容・対応方針 

• ハウス・リースバック事業を通じて、高齢者等が愛着のある住
居や地域で住み続けることを可能とする。 

•  65歳以上の単身者向けのサービスである「みまもりDO」や
「安心コールサービス」の提供により、高齢者の方が安心して
住み続けられる環境を提供する。  

• リバースモーゲージ保証を通じて、高齢者等の「生活の質」の
維持・向上に取り組む 

毎年モニタリングする目標
とKPI 

• ハウス・リースバック物件の年間仕入れ契約件数を2025年6月
期までに月間で150件仕入れられる体制を作り、単月実績とし
て150件を目指す  

• リバースモーゲージ保証の保証提携先数を2025年6月末に100
金融機関とする(2024年2月13日現在 49行庫)  

• リバースモーゲージの保証残高を2025年6月末に506億円とす
る（2024年6月期の第2四半期連結期間において保証残高163
億円） 

• ハウス・リースバック事業の仕組みは、高齢者等が自宅を売却して資金を得たあとも、引続き
愛着のある住居や地域で済み続けることが可能なスキームである。本スキームの提供により、
高齢者も含め、誰もが安心して住み続けられるまちづくりに貢献するというポジティブなイン
パクトをもたらしうる。 

 
• 65歳以上の単身者向けサービスである「みまもりDO（定期訪問サービス）」や「安心コール
サービス（毎日電話をかけるサービス）」を展開し強化することで、居住者の健康と安全を守
るというポジティブなインパクトをもたらしうる。 
 

• 近年、平均余命の長期化が進み、高齢者が必要とする生活資金、医療費が増加している。一方
で、住宅ローンを抱える高齢者も増加しており、返済が高齢者の生活を苦しめるという事案も
発生している。同社のハウス・リースバック事業及びリバースモーゲージ保証の提供により、
高齢者の老後資金を確保するとともに、住宅ローンを含めた多重債務の借り換えや相続問題の
解決を図ることで、高齢者の精神的な負担を解消し、安心して住み続けられる環境の創出する
ことからポジティブなインパクトをもたらしうる。 
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環境負荷の低減   

項目 内容 

インパクトの種類 ポジティブインパクト・ネガティブインパクト 

インパクトトピック 
ポジティブインパクト「住居」 
ネガティブインパクト「気候の安定性」「資源強度」「廃棄物」 

影響を与えるSDGsの目標 

内容・対応方針 

• 中古買取再販事業を通じて、新たに住宅を建築するのではなく
既存のストックを活用してリフォームすることで環境負荷を軽
減する 

• 若年層にとっても比較的安価で綺麗な物件の購入が可能となる
ため、空き家発生を抑制できる 

毎年モニタリングする目標
とKPI 

• 空き家問題の解決と資源消費の抑制に向けて、中古買取再販事
業の売上を段階的に増加させる  

• 中古買取再販事業では、中古物件のリフォームし比較的安価な値段で販売することが可能とな
るため、住居へのアクセスが増加するなどポジティブなインパクトをもたらしうる。 

 
• また建物の新築や建て替え、改修を通じて、相対的にCO2排出が多いセクターでもあり、気候
変動を含む環境保全への対応が重要なリスクであるが、同社の中古買取再販事業を通じて、中
古物件のリフォームを行い、新たな物件を新築するよりも使用する材料・資源の消費を抑制す
ることで環境負荷を軽減し、更に強化していくことによって、ネガティブインパクトを抑制す
る。 
 

• KPIの実現については、中古買取再販事業において、既存エリアにおける中古物件の買取強化に
加え、直営店の新規出店と営業人員の増加により、売上高を拡大することで実現する方針を示
している。 
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ダイバーシティ＆インクルージョンと働きやすい環境づくり   

項目 内容 

インパクトの種類 ポジティブインパクト・ネガティブインパクト 

インパクトトピック 
ポジティブインパクト「雇用」 
ネガティブインパクト「社会的保護」「ジェンダー平等」 

影響を与えるSDGsの目標 

内容・対応方針 

• 「女性活躍推進法」に基づき、今後も継続して、女性の個性と
能力が発揮され、家庭生活や仕事が両立できるよう環境整備を
行い、また、女性自身の意思が尊重されるよう豊かで活量のあ
る会社の実現を目指して女性の活躍を推進する。 

•  社員がそれぞれのライフステージにおいて豊かな人生を送り、
仕事において最大限の能力を発揮できる環境の整備を促進し、
仕事と育児や介護の両立支援だけではなく、それをサポートす
る周囲の社員双方にとって働きやすい職場環境や制度を導入す
る。 

毎年モニタリングする目標
とKPI 

• 管理職に占める女性の割合を2025年6月末までに20％以上とす
る。（2023年6月末 12.0％） 

• 男性社員の育児休暇取得率を2025年6月期まで7%以上を維持
する。（2023年6月期 全社員13.3%） 

• 同社は、中長期的な企業価値の向上に向けた人材戦略として、多様性の確保を重要課題として
認識している。具体的には、「女性活躍推進法」に基づき、女性の個性と能力が発揮され、家
庭生活や仕事が両立できるよう環境整備を行い、女性自身の意思が尊重されるよう豊かで活力
のある会社の実現を目指して女性の活躍を推進しているほか、社員がそれぞれのライフステー
ジにおいて豊かな人生を送り、仕事において最大限の能力を発揮できる環境の整備を促進して
いることから、ネガティブなインパクトを低減しポジティブなインパクトをもたらしうる。 
 

• またワークライフバランスの観点から、女性の育児休業取得後の有効継続就業率の向上、男性
の育児休暇率について目標を設定しているほか、状況に応じた時短勤務制度や介護休暇、看護
休暇などさまざまな休暇制度により、それぞれのライフステージやダイバーシティに対応する
とともに、それをサポートする周囲の社員双方にとって働きやすい職場環境や制度を導入して
いることから、ネガティブなインパクトを低減し、ポジティブなインパクトをもたらしうる。  

（同社の管理職に占める女性社員の割合） 
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 And Doホールディングスの事業活動は、SDGsの17のゴールと169のターゲットに以下のように関
連している。 

５．インパクトの種類、SDGs、貢献分類、影響を及ぼす範囲 

不動産を通じて、人々に安心感を醸成し、利便性を向上させる  

 SDGsの17目標 ターゲット 内容 

 
 
16.10 

国内法規及び国際協定に従い、情報への公共アクセスを確保
し、基本的自由を保障する。 

 
 
17.16 
 
 
 

すべての国々、特に開発途上国での持続可能な開発目標の達
成を支援すべく、知識、専門的知見、技術及び資金源を動員、
共有するマルチステークホルダー・パートナーシップによっ
て補完しつつ、持続可能な開発のためのグローバル・パート
ナーシップを強化する 
 

高齢者が保有する不動産の有効活用およびQuality of Lifeの向上 

SDGsの17目標 ターゲット 内容 

 
1.4 
 

2030年までに、貧困層及び脆弱層をはじめ、全ての男性及
び女性が、基礎的サービスへのアクセス、土地及びその他の
形態の財産に対する所有権と管理権限、相続財産、天然資源、
適切な新技術、マイクロファイナンスを含む金融サービスに
加え、経済的資源についても平等な権利を持つことができる
ように確保する。 

 
8.5 

2030年までに、若者や障害者を含む全ての男性及び女性の、
完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間らしい仕事、
並びに同一労働同一賃金を達成する。 

 
9.1 

全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展
と人間の福祉を支援するために、地域・越境インフラを含む
質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靱（レジリエント）な
インフラを開発する。 

 
10.2 

2030年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗教、ある
いは経済的地位その他の状況に関わりなく、全ての人々の能力
強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進する。 

 期待されるターゲットの影響：フランチャイズの店舗拡大を通じて、不動産情報のオープン化
を進め、地方圏における不動産流通市場の活性化につなげる。 

 期待されるターゲットの影響：高齢者向けサービスの拡充により誰もが安心で安全に住み続け
られるまちづくりに貢献する。 
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環境負荷の低減 

SDGsの17目標 ターゲット 内容 

 
11.1 
 
 
 
 
11.b 
 

2030年までに、すべての人々の、適切、安全かつ安価な住
宅及び基本的サービスへのアクセスを確保し、スラムを改善
する 
 
2020年までに、包含、資源効率、気候変動の緩和と適応、
災害に対する強靱さ（レジリエンス）を目指す総合的政策及
び計画を導入・実施した都市及び人間居住地の件数を大幅に
増加させ、仙台防災枠組2015-2030に沿って、あらゆるレ
ベルでの総合的な災害リスク管理の策定と実施を行う 

12.5 
2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再
利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する 

ダイバーシティ＆インクルージョンと働きやすい環境づくり 

SDGsの17目標 ターゲット 内容 

 
1.b 

貧困撲滅のための行動への投資拡大を支援するため、国、地
域及び国際レベルで、貧困層やジェンダーに配慮した開発戦
略に基づいた適正な政策的枠組みを構築する。 

 
5.4 
 
 
5.5 

公共のサービス、インフラ及び社会保障政策の提供、ならび
に各国の状況に応じた世帯・家族内における責任分担を通じ
て、無報酬の育児・介護や家事労働を認識・評価する 
 
政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定におい
て、完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダーシップ
の機会を確保する 

8.5 
2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性
の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間らしい仕
事、ならびに同一労働同一賃金を達成する 

 
10.2 

2030年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗
教、あるいは経済的地位その他の状況に関わりなく、全ての
人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進
する。 

 期待されるターゲットの影響：空き家問題を解決し、地域の人々が安心して住み続けられるま
ちづくりに貢献するとともに、廃棄物を削減することにより地球環境の保全にも貢献する。 

 期待されるターゲットの影響：全ての年代、性別などの社員が生きいきと働き続けられる職場
づくりを通じて、地域の発展に貢献する 
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 本ポジティブインパクトファイナンスに取り組むにあたり、And Doホールディングスでは、代表
取締役社長 CEO 安藤 正弘氏を最高責任者とし、事業活動とインパクトレーダー、SDGsとの関連性
KPIの設定について検討を重ね、取組内容の抽出を行っている。本ポジティブインパクトファイナン
ス実行後においても、社員一人一人が目標達成に向けて取り組み、社会的な課題の解決への貢献とと
もに持続的な経営の実現を目指していく。各KPIは管理統括本部 経営企画部が統括し、達成度合いを
モニタリングしていく。 

６．サステナビリティ経営体制（推進体制、管理体制、実績） 

最高責任者 代表取締役社長 CEO 安藤 正弘 

管理担当部署 管理統括本部 経営企画部 

モニタリング担当者 経営企画部長 

 本ポジティブインパクトファイナンスで設定したKPIの達成及び進捗状況については、南都銀行と
And Doホールディングスの担当者が定期的に会合の場を設け、共有する。会合は少なくとも年に１
回実施するほか、日頃の情報交換や営業活動の場等を通じて実施する。 

 具体的には決算が6月のため、9月に関連する資料を南都銀行が受領し、モニタリングとなる指標に
ついてフィードバック等のやりとりを行う。南都銀行は、KPI達成に必要な資金及びその他ノウハウ
の提供、あるいは南都銀行の持つネットワークから外部資源とマッチングすることで、KPI達成をサ
ポートする。    

７．南都銀行によるモニタリングの頻度と方法 

モニタリング方法 
対面、Web会議等、モニタリング方法の指定はない 
定例訪問などを通じて情報交換を行う 

モニタリングの実施時期、
頻度 

毎年9月に、年1回程度実施する 

モニタリングした結果の
フィードバック方法 

KPI等の指標の進捗状況を確認する 
必要に応じてKPI達成のために必要なノウハウの提
供、外部資源とのマッチングを検討するなど、KPI
達成をサポートする 

以上 



30 
NANTO CONSULTING CO.,LTD. all rights reserved  

 

 

本評価書に関する重要な説明 

1. 本評価書は、南都コンサルティング株式会社が、南都銀行から委託を受けて実施したもので、
南都コンサルティング株式会社が南都銀行に対して提出するものです。 

2. 南都コンサルティング株式会社は、依頼者である南都銀行および南都銀行がポジティブ・イン
パクト・ファイナンスを実施する株式会社And Doホールディングスから供与された情報と、南
都コンサルティング株式会社が独自に収集した情報に基づく、現時点での計画または状況に対
する評価で、将来におけるポジティブな成果を保証するものではありません。 

3. 本評価を実施するに当たっては、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）が提唱した   
「ポジティブ・インパクト金融原則」に適合させるとともに、ESG金融ハイレベル・パネル   
設置要綱第2項（4）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースが
まとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に整合させながら実施しています。なお
株式会社日本格付研究所から、本ポジティブ・インパクト・ファイナンスに関する第三者意見
書の提供を受けています。 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

南都コンサルティング株式会社 

マネージャー 大谷 岳 

〒630-8677 

奈良県奈良市橋本町16 

TEL:0742-93-3102 FAX:0742-93-3103 
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第三者意見書 

2024年 3月 29日 

株式会社 日本格付研究所 

 

 

 

評価対象： 

株式会社 And Do ホールディングスに対するポジティブ・インパクト・フ

ァイナンス 

貸付人：株式会社南都銀行 

評価者：南都コンサルティング株式会社 

第三者意見提供者：株式会社日本格付研究所（JCR） 

 

 

 

結論： 

本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジティブ・イン

パクト・ファイナンス原則に適合している。 

また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置さ

れたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトフ

ァイナンスの基本的考え方」と整合的である。 
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I. JCRの確認事項と留意点 

JCRは、株式会社南都銀行（「南都銀行」）が株式会社 And Doホールディングス（「And 

Doホールディングス」）に対して実施する中小企業向けのポジティブ・インパクト・ファイ

ナンス（PIF）について、南都コンサルティング株式会社（「南都コンサルティング」）によ

る分析・評価を参照し、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）の策定した PIF原

則に適合していること、および、環境省の ESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項（4）

に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「イン

パクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であることを確認した。 

PIFとは、SDGsの目標達成に向けた企業活動を、金融機関が審査・評価することを通じ

て促進し、以て持続可能な社会の実現に貢献することを狙いとして、当該企業活動が与える

ポジティブなインパクトを特定・評価の上、融資等を実行し、モニタリングする運営のこと

をいう。 

PIF原則は、4つの原則からなる。すなわち、第 1原則は、SDGsに資する三つの柱（環

境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるかまたはネガティブな影響を特定

し対処していること、第 2原則は、PIF実施に際し、十分なプロセス、手法、評価ツールを

含む評価フレームワークを作成すること、第 3原則は、ポジティブ・インパクトを測るプロ

ジェクト等の詳細、評価・モニタリングプロセス、ポジティブ・インパクトについての透明

性を確保すること、第 4 原則は、PIF 商品が内部組織または第三者によって評価されてい

ることである。 

UNEP FIは、ポジティブ・インパクト・ファイナンス・イニシアティブ（PIFイニシア

ティブ）を組成し、PIF推進のためのモデル・フレームワーク、インパクト・レーダー、イ

ンパクト分析ツールを開発した。南都銀行は、中小企業向けの PIFの実施体制整備に際し、

南都コンサルティングと共同でこれらのツールを参照した分析・評価方法とツールを開発

している。ただし、PIFイニシアティブが作成したインパクト分析ツールのいくつかのステ

ップは、国内外で大きなマーケットシェアを有し、インパクトが相対的に大きい大企業を想

定した分析・評価項目として設定されている。JCR は、PIF イニシアティブ事務局と協議

しながら、中小企業の包括分析・評価においては省略すべき事項を特定し、南都銀行及び南

都コンサルティングにそれを提示している。南都銀行は、本ファイナンス実施に際し、中小

企業の定義を、PIF原則等で参照している IFC（国際金融公社）の定義に加え、中小企業基

本法の定義する中小企業、会社法の定義する大会社以外の企業としている。なお、And Do

ホールディングスは会社法の定義する大企業に該当するが、サステナビリティについての

開示情報のレベルやサステナビリティ体制の強度などを総合的に勘案し、中小企業向けの

インパクト分析ツールを活用してインパクト評価を行った。 

JCRは、中小企業のインパクト評価に際しては、以下の特性を考慮したうえで PIF原則
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との適合性を確認した。 

① SDGsの三要素のうちの経済、PIF原則で参照するインパクト領域における「包括的

で健全な経済」、「経済収れん」の観点からポジティブな成果が期待できる事業主体で

ある。ソーシャルボンドのプロジェクト分類では、雇用創出や雇用の維持を目的とし

た中小企業向けファイナンスそのものが社会的便益を有すると定義されている。 

② 日本における企業数では全体の 99.7％を占めるにもかかわらず、付加価値額では

52.9％にとどまることからもわかるとおり、個別の中小企業のインパクトの発現の仕

方や影響度は、その事業規模に従い、大企業ほど大きくはない。1 

③ サステナビリティ実施体制や開示の度合いも、上場企業ほどの開示義務を有してい

ないことなどから、大企業に比して未整備である。 

 

II. PIF原則への適合に係る意見 

PIF原則 1 

SDGsに資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるか

またはネガティブな影響を特定し対処していること。 

SDGs に係る包括的な審査によって、PIF は SDGs に対するファイナンスが抱えている

諸問題に直接対応している。 

南都銀行及び南都コンサルティングは、本ファイナンスを通じ、And Doホールディング

スの持ちうるインパクトを、UNEP FI の定めるインパクト領域および SDGs の 169 ター

ゲットについて包括的な分析を行った。 

この結果、And Doホールディングスがポジティブな成果を発現するインパクト領域を有

し、ネガティブな影響を特定しその低減に努めていることを確認している。 

SDGsに対する貢献内容も明らかとなっている。 

 

PIF原則 2 

PIFを実行するため、事業主体（銀行・投資家等）には、投融資先の事業活動・プロジェ

クト・プログラム・事業主体のポジティブ・インパクトを特定しモニターするための、十

分なプロセス・方法・ツールが必要である。 

JCRは、南都銀行が PIFを実施するために適切な実施体制とプロセス、評価方法及び評

価ツールを確立したことを確認した。 

                                                   
1 経済センサス活動調査（2016年）。中小企業の定義は、中小企業基本法上の定義。業種によって異な

り、製造業は資本金 3億円以下または従業員 300人以下、サービス業は資本金 5千万円以下または従業

員 100人以下などだ。小規模事業者は製造業の場合、従業員 20人以下の企業をさす。 
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(1) 南都銀行は、本ファイナンス実施に際し、以下の実施体制を確立した。 

 

(出所：南都銀行提供資料) 

 

(2) 実施プロセスについて、南都銀行では社内規程を整備している。 

 

(3) インパクト分析・評価の方法とツール開発について、南都銀行からの委託を受けて、

南都コンサルティングが分析方法及び分析ツールを、UNEP FI が定めた PIF モデ

ル・フレームワーク、インパクト分析ツールを参考に確立している。 

 

PIF原則 3 透明性 

PIFを提供する事業主体は、以下について透明性の確保と情報開示をすべきである。 

・本 PIFを通じて借入人が意図するポジティブ・インパクト 

・インパクトの適格性の決定、モニター、検証するためのプロセス 

・借入人による資金調達後のインパクトレポーティング 

PIF 原則 3 で求められる情報は、全て南都コンサルティングが作成した評価書を通して

銀行及び一般に開示される予定であることを確認した。 

 

PIF原則 4 評価 

事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF は、実現するインパクトに基づいて内部の

専門性を有した機関または外部の評価機関によって評価されていること。 

本ファイナンスでは、南都コンサルティングが、JCR の協力を得て、インパクトの包括

分析、特定、評価を行った。JCRは、本ファイナンスにおけるポジティブ・ネガティブ両側

面のインパクトが適切に特定され、評価されていることを第三者として確認した。 
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III. 「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合に係る意見 

インパクトファイナンスの基本的考え方は、インパクトファイナンスを ESG金融の発展

形として環境・社会・経済へのインパクトを追求するものと位置づけ、大規模な民間資金を

巻き込みインパクトファイナンスを主流化することを目的としている。当該目的のため、国

内外で発展している様々な投融資におけるインパクトファイナンスの考え方を参照しなが

ら、基本的な考え方をとりまとめているものであり、インパクトファイナンスに係る原則・

ガイドライン・規制等ではないため、JCR は本基本的考え方に対する適合性の確認は行わ

ない。ただし、国内でインパクトファイナンスを主流化するための環境省及び ESG金融ハ

イレベル・パネルの重要なメッセージとして、本ファイナンス実施に際しては本基本的考え

方に整合的であるか否かを確認することとした。 

本基本的考え方におけるインパクトファイナンスは、以下の 4 要素を満たすものとして

定義されている。本ファイナンスは、以下の 4要素と基本的には整合している。ただし、要

素③について、モニタリング結果は基本的には借入人である And Do ホールディングスか

ら貸付人である南都銀行及び評価者である南都コンサルティングに対して開示がなされる

こととし、可能な範囲で対外公表も検討していくこととしている。 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブイ

ンパクトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面におい

てポジティブなインパクトを生み出す意図を持つもの 

要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 

要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 

要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リタ

ーンを確保しようとするもの 

また、本ファイナンスの評価・モニタリングのプロセスは、本基本的考え方で示された評

価・モニタリングフローと同等のものを想定しており、特に、企業の多様なインパクトを包

括的に把握するものと整合的である。 

 

IV. 結論 

以上の確認より、本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジテ

ィブ・インパクト・ファイナンス原則に適合している。 

また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置された

ポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンス

の基本的考え方」と整合的である。 
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（第三者意見責任者） 

株式会社日本格付研究所 

サステナブル・ファイナンス評価部長 

 

 

                   

梶原 敦子 

 

 

 

担当主任アナリスト 

 

 

                    

川越 広志 

担当アナリスト 

  

                    

菊池 理恵子 
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本第三者意見に関する重要な説明 

1. JCR第三者意見の前提・意義・限界 

日本格付研究所（JCR）が提供する第三者意見は、事業主体及び調達主体の、国連環境計画金融イニシ
アティブの策定したポジティブ・インパクト金融(PIF)原則への適合性及び環境省 ESG金融ハイレベル・
パネル内に設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファ
イナンスの基本的考え方」への整合性に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表明であり、当該ポ
ジティブ・インパクト金融がもたらすポジティブなインパクトの程度を完全に表示しているものではあ
りません。 

本第三者意見は、依頼者である調達主体及び事業主体から供与された情報及び JCRが独自に収集した
情報に基づく現時点での計画又は状況に対する意見の表明であり、将来におけるポジティブな成果を保
証するものではありません。また、本第三者意見は、PIFによるポジティブな効果を定量的に証明するも
のではなく、その効果について責任を負うものではありません。本事業により調達される資金が同社の
設定するインパクト指標の達成度について、JCR は調達主体または調達主体の依頼する第三者によって
定量的・定性的に測定されていることを確認しますが、原則としてこれを直接測定することはありませ
ん。 

2. 本第三者意見を作成するうえで参照した国際的なイニシアティブ、原則等 

本意見作成にあたり、JCRは、以下の原則等を参照しています。 

国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブ・インパクト金融原則 

環境省 ESG金融ハイレベル・パネル内ポジティブインパクトファイナンスタスクフォース 
「インパクトファイナンスの基本的考え方」 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 

本第三者意見を提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業にかかる行為と
は異なります。 

4. 信用格付との関係 

本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供す
ることを約束するものではありません。 

5. JCRの第三者性 

本 PIF の事業主体または調達主体と JCR との間に、利益相反を生じる可能性のある資本関係、人的関
係等はありません。 

 

 

 

■留意事項 
本文書に記載された情報は、JCR が、事業主体または調達主体及び正確で信頼すべき情報源から入手したものです。ただし、当該

情報には、人為的、機械的、またはその他の事由による誤りが存在する可能性があります。したがって、JCR は、明示的であると黙
示的であるとを問わず、当該情報の正確性、結果、的確性、適時性、完全性、市場性、特定の目的への適合性について、一切表明保
証するものではなく、また、JCR は、当該情報の誤り、遺漏、または当該情報を使用した結果について、一切責任を負いません。JCR
は、いかなる状況においても、当該情報のあらゆる使用から生じうる、機会損失、金銭的損失を含むあらゆる種類の、特別損害、間
接損害、付随的損害、派生的損害について、契約責任、不法行為責任、無過失責任その他責任原因のいかんを問わず、また、当該損
害が予見可能であると予見不可能であるとを問わず、一切責任を負いません。本第三者意見は、評価の対象であるポジティブ・イン
パクト・ファイナンスにかかる各種のリスク（信用リスク、価格変動リスク、市場流動性リスク、価格変動リスク等）について、何
ら意見を表明するものではありません。また、本第三者意見は JCR の現時点での総合的な意見の表明であって、事実の表明ではなく、
リスクの判断や個別の債券、コマーシャルペーパー等の購入、売却、保有の意思決定に関して何らの推奨をするものでもありません。
本第三者意見は、情報の変更、情報の不足その他の事由により変更、中断、または撤回されることがあります。本文書に係る一切の
権利は、JCR が保有しています。本文書の一部または全部を問わず、JCR に無断で複製、翻案、改変等をすることは禁じられていま
す。 

■用語解説   
第三者意見：本レポートは、依頼人の求めに応じ、独立・中立・公平な立場から、銀行等が作成したポジティブ・インパクト・ファ
イナンス評価書の国連環境計画金融イニシアティブのポジティブ・インパクト金融原則への適合性について第三者意見を述べたもの
です。  
事業主体：ポジティブ・インパクト・ファイナンスを実施する金融機関をいいます。 
調達主体：ポジティブ・インパクト・ビジネスのためにポジティブ・インパクト・ファイナンスによって借入を行う事業会社等をい
います。 

■サステナブル・ファイナンスの外部評価者としての登録状況等   
・国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブインパクト作業部会メンバー  
・環境省 グリーンボンド外部レビュー者登録 
・ICMA (国際資本市場協会に外部評価者としてオブザーバー登録) ソーシャルボンド原則作業部会メンバー 
・Climate Bonds Initiative Approved Verifier (気候債イニシアティブ認定検証機関) 
 

■本件に関するお問い合わせ先 
情報サービス部  TEL：03-3544-7013 FAX：03-3544-7026 
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